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次第

１．会議について（構成、目的等）

２．本日の会議内容【第1回 現状把握と課題認識】
（１．目的）
・ 各市町の現状と課題を把握し、共通認識を形成する
・ 公共施設GISマップの共有

（２．内容）
・ 各市町から現状報告（老朽化施設や運営上の課題等）
・ 公共施設の配置状況・老朽化状況、人口動態等の説明
・ 公共施設GISマップの紹介
・ 全体ディスカッション（地域共通の課題や懸念点の抽出、GISマップの今後の活用 等）

３． 今後の進め方（イメージ）
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○ 「公共施設アセットマネジメント勉強会（複数団体による集約化等）」は、秩父市、横瀬町、皆野町、
長瀞町、小鹿野町のアセットマネジメント関係課から構成する。

会議について（会議の構成）
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○ 今後、更なる人口減少の深刻化が見込まれる中、行政サービスを持続的に提供していくためには、
他の地方公共団体と連携して、公共施設の集約化・複合化に取り組むことが効果的。

○ 現在は、団体ごとに施設の集約化等に取り組んでおり、広域での取組は十分に進んでいない。

会議について（目的等）

課題と現状

会議の目的

（広域的な議論の場の設定）
 ○ まずは、広域的な見地に立って、人口減少や住民ニーズ等を踏まえた公共施設に求められる機
能について、複数の団体が定期的に議論する場の設定が必要。

（将来を見据えた議論）
 ○ 連携する団体において将来のビジョンや課題を共有したうえで、将来の公共施設の適正配置に
向けた議論をスタートさせる。
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5/22 市長会議資料会議の目的（参考・総務省通知）
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次第

１．会議について（構成、目的等）

２．本日の会議内容【第1回 現状把握と課題認識】
（１．目的）
・ 各市町の現状と課題を把握し、共通認識を形成する
・ 公共施設GISマップの共有

（２．内容）
① 各市町から現状報告（老朽化施設や運営上の課題等）
② 公共施設の配置状況・老朽化状況、人口動態等の説明
③ 公共施設GISマップの紹介
④ 全体ディスカッション（地域共通の課題や懸念点の抽出、GISマップの今後の活用 等）

３． 今後の進め方（イメージ）
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①  各市町から現状報告（老朽化施設や運営上の課題等）

○ １団体５分程度で公共施設アセットマネジメントの取組状況に関する現状報告をお願いします。

（施設の状況について）
例 ・老朽化の状況、施設別

 ・集約化等の取組について
     ・老朽化が進んでいるのに改修等のめどが立っていない施設 等

（運営上の課題について）
例 ・アセットマネジメントの推進体制・検討体制について 等

 

第１回会議：現状把握と課題認識
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② 公共施設の設置状況・老朽化状況、人口動態等の説明

（１）公共施設の設置状況・老朽化状況 （小中学校、子育て支援施設）

第１回会議：現状把握と課題認識

• 小中学校、子育て支援施設（保育所、児童館）の5団体の状況をまとめた。
• 小中学校については、面積ベースで約65％が築４０年以上と老朽化が進んでいる。
• 保育所・幼稚園にについては、12施設中5施設が築４０年以上となっている。

子育て支援施設（児童館）

築年数 施設数 延べ床面積

築10年以内 0

築10年～20年 0

築20年～30年 2 1,165

築30年～40年 1 589

築40年～50年 0

築50年以上 1 310

合計 4 2,064

学校・教育施設（小中学校）

築年数 施設数 延べ床面積

築10年以内 2 3,238

築10年～20年 8 38,634

築20年～30年 2 1,166

築30年～40年 6 19,275

築40年～50年 16 63,179

築50年以上 13 52,850

合計 47 178,342

子育て支援施設（保育所・幼稚園）

築年数 施設数 延べ床面積

築10年以内 0

築10年～20年 2 308

築20年～30年 2 2,048

築30年～40年 3 2,815

築40年～50年 5 4,080

築50年以上 0

合計 12 9,251

※学校給食に関する施設も含めている。
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（１）公共施設の設置状況・老朽化状況（続き） （文化施設、社会教育施設）

第１回会議：現状把握と課題認識

• 公民館等57施設のうち、築４０年以上経過している施設は32施設、面積ベースだと、
約68％と半数以上を占めている。

• 社会教育施設についても、築４０年以上経過している施設は１８施設、面積ベースだと、
約８５％と大多数を占めている。

• 文化施設についても、築４０年以上経過している施設は３１施設、面積ベースだと、
約３１％を占めている。

社会教育施設（公民館等）

築年数 施設数 延べ床面積

築10年以内 0

築10年～20年 1 1,414

築20年～30年 3 882

築30年～40年 21 3,124

築40年～50年 27 10,384

築50年以上 5 932

合計 57 16,736

文化施設（市民会館、文化会館等）

築年数 施設数 延べ床面積

築10年以内 2 5,364

築10年～20年 0

築20年～30年 10 5,120

築30年～40年 11 9,909

築40年～50年 23 6,759

築50年以上 8 2,475

合計 54 29,627

社会教育施設（図書館、博物館等）

築年数 施設数 延べ床面積

築10年以内 0

築10年～20年 0

築20年～30年 3 1,207

築30年～40年 2 758

築40年～50年 6 7,549

築50年以上 12 3,340

合計 23 12,854

※資料館、収蔵庫も含む 9



第１回会議：現状把握と課題認識

（２）人口動態について① 国立社会保障・人口問題研究所 日本の地域別将来推計人口 令和５(2023)年推計
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第１回会議：現状把握と課題認識

（２）人口動態について② 国立社会保障・人口問題研究所 日本の地域別将来推計人口 令和５(2023)年推計
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第１回会議：現状把握と課題認識

（３）人口動態を踏まえた将来的な適正規模の推計①

現状

30年後

・ 30年後の施設の築年数の状況を可視化するため、単純に築年数を３０年経過させた。

学校・教育施設（小中学校）

築年数 施設数 延べ床面積

築10年以内 2 3,238

築10年～20年 8 38,634

築20年～30年 2 1,166

築30年～40年 6 19,275

築40年～50年 16 63,179

築50年以上 13 52,850

合計 47 178,342

子育て支援施設（保育所・幼稚園）

築年数 施設数 延べ床面積

築10年以内 0

築10年～20年 2 308

築20年～30年 2 2,048

築30年～40年 3 2,815

築40年～50年 5 4,080

築50年以上 0

合計 12 9,251

子育て支援施設（児童館）

築年数 施設数 延べ床面積

築10年以内 0

築10年～20年 0

築20年～30年 2 1,165

築30年～40年 1 589

築40年～50年 0

築50年以上 1 310

合計 4 2,064

学校・教育施設（小中学校）

築年数 施設数 延べ床面積

築10年以内

築10年～20年

築20年～30年

築30年～40年 2 3,238

築40年～50年 8 38,634

築50年以上 37 136,470

合計 47 178,342

子育て支援施設（保育所・幼稚園）

築年数 施設数 延べ床面積

築10年以内

築10年～20年

築20年～30年

築30年～40年 0 0

築40年～50年 2 308

築50年以上 10 8,943

合計 12 9,251

子育て支援施設（児童館）

築年数 施設数 延べ床面積

築10年以内

築10年～20年

築20年～30年

築30年～40年 0 0

築40年～50年 0 0

築50年以上 4 2,064

合計 4 2,064
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第１回会議：現状把握と課題認識

（３）人口動態を踏まえた将来的な適正規模の推計②

施設分類 施設数 面積（㎡）

学校・教育施設
（小中学校）

４７ 178,342

子育て支援施設
（保育所・幼稚園）

１２ 9,251

子育て支援施設
（児童館）

４ 2,064

【現状】 【２０５０年】

施設分類 施設数 面積（㎡）

学校・教育施設
（小中学校）

２３
（▲24）

87,388
（▲90,954）

子育て支援施設
（保育所・幼稚園）

６
（▲6）

4,533
（▲4,718）

子育て支援施設
（児童館）

２
（▲２）

1,012
（▲1,052）

・ 当地域の年少人口（０歳から１４歳）は今後３０年間程度で約５１％減少する見込みである。
・ 現状の施設数及び面積が適正であるとの前提のもと、人口動態を加味した、３０年後の適正規模
を機械的に算出した。
・ 例えば小中学校については、地域全体で約２４施設、面積で約９０，９５４㎡減少となった。
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第１回会議：現状把握と課題認識

（３）人口動態を踏まえた将来的な適正規模の推計③

現状

30年後

・ 30年後の施設の築年数の状況を可視化するため、単純に築年数を３０年経過させた。

社会教育施設（公民館等）

築年数 施設数 延べ床面積

築10年以内 0

築10年～20年 1 1,414

築20年～30年 3 882

築30年～40年 21 3,124

築40年～50年 27 10,384

築50年以上 5 932

合計 57 16,736

社会教育施設（図書館、博物館等）

築年数 施設数 延べ床面積

築10年以内 0

築10年～20年 0

築20年～30年 3 1,207

築30年～40年 2 758

築40年～50年 6 7,549

築50年以上 12 3,340

合計 23 12,854

文化施設（市民会館、文化会館等）

築年数 施設数 延べ床面積

築10年以内 2 5,364

築10年～20年 0

築20年～30年 10 5,120

築30年～40年 11 9,909

築40年～50年 23 6,759

築50年以上 8 2,475

合計 54 29,627

社会教育施設（公民館等）

築年数 施設数 延べ床面積

築10年以内

築10年～20年

築20年～30年

築30年～40年 0 0

築40年～50年 1 1,414

築50年以上 56 15,322

合計 57 16,736

社会教育施設_図書館、博物館等_

築年数 施設数 延べ床面積

築10年以内

築10年～20年

築20年～30年

築30年～40年 0 0

築40年～50年 0 0

築50年以上 23 12,854

合計 23 12,854

文化施設（市民会館、文化会館等）

築年数 施設数 延べ床面積

築10年以内

築10年～20年

築20年～30年

築30年～40年 2 5,364

築40年～50年 0 0

築50年以上 52 24,263

合計 54 29,627
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第１回会議：現状把握と課題認識

（３）人口動態を踏まえた将来的な適正規模の推計④

施設分類 施設数 面積（㎡）

社会教育施設
（公民館等）

５７ 16,736

社会教育施設
（図書館、博物館）

２３ 12,854

文化施設
（市民会館・文化会館）

５４ 29,627

【現状】 【２０５０年】

施設分類 施設数 面積（㎡）

文化施設
（市民会館・文化会館）

３６
（▲２１）

10,377
（▲6,359）

社会教育施設
（図書館、博物館）

１５
（▲８）

7,970
（▲4,884）

社会教育施設
（公民館等）

３４
（▲２０）

18,369
（▲11,258）

・ 当地域の総人口は今後３０年間程度で約３８％減少する見込みである。
・ 現状の施設数及び面積が適正であるとの前提のもと、人口動態を加味した、３０年後の適正規模
を機械的に算出した。
・ 例えば社会教育施設については、地域全体で約２１施設、面積で約６，３５９㎡減少となった。
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③ 公共施設GISマップの紹介

〇 各団体からご提供のあったデータをもとに、 住所、供用開始（建築年月日）、延床面積を反映。

〇 国土交通省のデータをもとに、２０７０年までの人口推計を１０年ごとに反映。

〇 埼玉県GIS

第１回会議：現状把握と課題認識
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人口情報について
出典：国土交通省国土数値情報
ダウンロードサイト
URL：国土数値情報 | 250m
メッシュ別将来推計人口データ
（R6国政局推計）

https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist/KsjTmplt-mesh250r6.html
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist/KsjTmplt-mesh250r6.html
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist/KsjTmplt-mesh250r6.html
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist/KsjTmplt-mesh250r6.html
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist/KsjTmplt-mesh250r6.html
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist/KsjTmplt-mesh250r6.html


④ 全体ディスカッション
（地域共通の課題や懸念点の抽出、GISマップの今後の活用 等）

〇 現状の地域共通の課題について

○ ３０年後、50年後に顕在化する課題について

○ 公共施設の共同利用、集約化を進めるにあたっての課題について

○ GISに追加した方がよいと思われるデータ等について

○ 当勉強会で取り上げたいテーマについて
 

第１回会議：現状把握と課題認識
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次第

１．会議について（構成、目的等）

２．本日の会議内容【第1回 現状把握と課題認識】
（１．目的）
・ 各市町の現状と課題を把握し、共通認識を形成する
・ 公共施設GISマップの共有

（２．内容）
・ 各市町から現状報告（老朽化施設や運営上の課題等）
・ 公共施設の配置状況・老朽化状況、人口動態等の説明
・ 公共施設GISマップの紹介
・ 全体ディスカッション（地域共通の課題や懸念点の抽出、GISマップの今後の活用 等）

３． 今後の進め方（イメージ）
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【第１回：現状把握と課題認識】

（目的）
・ 県が作成した公共施設および人口・社会経済データの

GISマップを共有する
・ 各市町の現状と課題を把握し、共通認識を形成する

（内容）
・ 県の公共施設GISマップの紹介および追加データにつ
いての意見照会
・ 公共施設の配置状況・老朽化状況、人口動態の説明
・ 各市町からの現状報告（老朽化施設や運営上の課題等）
・ 地域別の人口減少・社会経済的背景の分析
・ 全体ディスカッション：地域共通の課題や懸念点の抽出

（期待・効果）
・ データに基づいた問題意識の共有
・ 課題の「見える化」による理解促進

【第２回：複数市町による集約化等のメリットと課題】

（目的）
・ 施設の統廃合や複合化の必要性と効果を理解する
・ 複数市町で施設の共同設置・管理を進めるにあたっての
課題認識

（内容）
・ 施設集約化の効果や成功事例の紹介（他県の事例）
・ 施設集約化の財政的・運営的メリット・デメリット分析
・ 集約化による利用者サービス向上や管理効率化の可能性
・ 専門家によるアドバイス・公的支援制度の紹介
・ グループワーク：自団体の施設群に対し統廃合・複合化の
アイデア出し

（期待・効果）
・ 集約化の必要性や課題を理解し、参加者間で共有する
・ 市町間の意思疎通および連携の強化

今後の進め方（イメージ）

○ 第２回以降の会議の内容等は、以下を予定している。
○ 内容や開催時期等について、意見をいただきたい。
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【第３回：施設群ごとの課題認識と集約化の可能性】

（目的）
・ 施設群ごとの現状把握と将来的な集約化等の可能性を
検証する

（内容）
・ 施設群ごとの配置状況・老朽化状況等を整理
・ データ活用の高度化（GISの更なる活用、公共交通や都
市計画など関連情報との連携強化）
・ 集約化モデルの立案およびシミュレーション実施
・ 利用者負担や利便性の変化を検証
・ 集約化後に想定される課題の抽出と解決策の検討

（期待・効果）
・ モデルプランの作成による広域連携の課題把握と解決策 
イメージの共有
・ 参加団体間のネットワーク強化と情報共有の深化

【第４回：集約化の実務的進め方】

（目的）
・ 共同設置や施設統廃合を計画・実現する上での実務的課 
題や手順を理解し、合意形成のノウハウを習得する

（内容）
・ 事業計画の作り方（対象施設の選定、スケジュール設定、
コスト試算など）
・ 合意形成の具体的方法論（住民説明会の進め方、住民意
見の集約手法、トラブル回避策）
・ 実践ワークショップ：各グループで計画案の骨子作成、課
題抽出
・ 県・専門家によるフィードバックと助言
・ 法制度上の留意点（協定、費用分担、運営責任等）

（期待・効果）
・ 計画段階で直面する課題を事前に把握・対応策を準備
・ 理論と具体例で理解を深める
・ 自団体内での実践的検討の着手（次期公共施設等総合管
理計画更新に向けたファーストステップ）

今後の進め方（イメージ）
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